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エヌ・ティ・ティ・オートリース株式会社と
センチュリー・オート・リース株式会社の合併覚書締結に

関するお知らせ

　
日本電信電話株式会社（以下、「ＮＴＴ」という。）、エヌ・ティ・ティ・オートリ
ース株式会社（以下、「ＮＴＴオートリース」という。）、センチュリー・リーシン
グ・システム株式会社（以下、「センチュリー・リーシング・システム」という。）、
センチュリー・オート・リース株式会社（以下、「センチュリー・オート・リース」と
いう。）の４社は、このたび、平成17年10月1日付けでＮＴＴオートリースとセンチュリ
ー・オート・リースが合併することについて基本的に合意し、本日の４社の取締役会に
てそれぞれ決議のうえ、「合併覚書」を締結しましたので、お知らせ致します。
　
なお、ＮＴＴ及びセンチュリー・リーシング・システムは、それぞれが新会社の総株
主の議決権の50％の株式を保有し、新会社の拡大・成長の実現に向けて協力する旨、合
意しております。



記

１．合併の目的
　 本合併により、新会社の管理台数は約１５万台となり、オートリース業界上位グルー
プに位置づけられることになります。新会社は、経営資源の統合により、規模のメリッ
トを最大限に生かしつつ、提供する付加価値サービスの強化・創出を図り、オートリー
ス業界トップ３を目標として拡大・発展し、早期の株式公開の実現を目指します。
　 現在、企業の本業回帰、経営効率の追求が進む中で、車両管理のアウトソーシングニ
ーズ、コスト削減ニーズの高まりを背景に、オートリース市場は順調に伸張しておりま
すが、一方、業界内のＭ＆Ａ、提携等も進展しており、規模の二極化の様相を呈しつつ
あります。
　 このような事業環境のもと、より強固な事業基盤を確立するためには、両社が合併す
ることで更なる成長、企業価値の増大が図られるものと考え、合併覚書締結に至りまし
た。

２．合併の要旨
(1)合併の方法　



対等な立場で合併いたしますが、法手続き上はＮＴＴオートリースを存続会社とし
ます。

(2)合併比率　

会社名 ＮＴＴオートリース センチュリー・オート・リース

合併比率 1 0.2936

　センチュリー・オート・リースの普通株式１株に対して、ＮＴＴオートリースの
普通株式0.2936株を割り当て交付します。

(3)合併交付金
合併交付金の支払いを行わないものとします。

３．今後の予定
合併契約書締結 平成17年5月下旬

合併契約書承認株主総会　 平成17年6月下旬

合併期日 平成17年10月1日

４．合併当事会社の概要（平成16年3月期及び平成16年3月31日現在）

(1)商号
エヌ・ティ・ティ・オートリース株式会社

（合併会社）
センチュリー・オート・リース株式会社

（被合併会社）　

(2)事業内容
自動車、自動車用品・部品のリース・販
売、整備修理に関する業務

自動車、自動車用品・部品のリース・販
売、整備修理に関する業務

(3)設立年月日 昭和62年2月20日 昭和60年4月11日

(4)本店所在地 東京都千代田区三崎町二丁目9番18号 東京都港区芝浦三丁目16番20号

(5)代表者 中嶋登喜雄 伊庭正樹

(6)資本金 300百万円 681百万円

(7)発行済株式総数 6,000株 13,625株

(8)株主資本 7,801百万円 2,727百万円

(9)総資産 65,464百万円 51,723百万円

(10)決算期 3月31日 3月31日

(11)従業員数 227名 194名

(12)大株主及び
　　持株比率
　　　（注）

日本電信電話(株) 100.0％ センチュリー・リーシング・システム(株)
  95.6％
伊藤忠エネクス(株)  4.4％

(13)売上高 38,034百万円 28,353百万円

(14)経常利益 731百万円 805百万円

(15)当期純利益 434百万円 444百万円



（注）センチュリー・リーシング・システムは、平成17年1月25日付けで伊藤忠エネクス株
式会社が保有するセンチュリー・オート・リースの全株式を取得し、現在は100％の
株式を保有しております。

５．合併新会社の概要
(1)商号： 別途決定
(2)事業内容： 自動車、自動車用品・部品のリース・販売、整備修理に関する業

務
(3)本店所在地： 別途決定（東京23区内にて決定する予定）
(4)代表者： 別途決定
(5)資本金： 981百万円（予定）
(6)株主：
（議決権比率）

ＮＴＴ（50％）、センチュリー・リーシング・システム（50％）

(7)決算期： 3月31日

以上

＜本件に関するお問い合わせ先＞

ＮＴＴ　第一部門
企業オペレーティング担当

担当：山本　
TEL：03-5205-5122

ＮＴＴオートリース　企画部　
担当：長澤　

TEL：03-3222-3261

センチュリー・リーシング・システム
業務部

担当：宍戸
TEL：03-3435-4409

センチュリー・オート・リース
経営企画部
担当：久保

TEL：03-5476-6625
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